
第144期　中間報告書

平 成 20 年 ４ 月 １ 日 か ら

平 成 20 年 ９ 月 30 日 ま で

 



株主の皆様へ

　株主の皆様にはますますご清祥のこととお慶び申しあげます。

　当社は平成20年９月30日をもちまして第144期上半期（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）を終了いたしましたので、その概況についてご報告申しあげます。

営業の概況

　当第２四半期累計期間のわが国経済は、原油を始めとする原材料価格の高騰やサブプライ

ムローン問題に端を発した世界的な金融不安、円高の進行等により、景気の減速感が強まっ

てまいりました。　

　このような状況のもと、当社グループは平成20年度を初年度とする中期経営３ヶ年計画

『Advance Plan 2010』に基づき、収益力の向上と財務体質の強化に努めております。

一方、アパレル業界全体の不振が続く中で、業績が悪化している連結子会社ミカレディ株式

会社につきましては、販売網の再編、ブランドの見直し、在庫の圧縮、人員の適正化、固定

資産の減損等抜本的な事業再編と経営合理化策を実施することにより早期再建をめざすこと

といたしました。

　これらの結果、当第２四半期累計期間の売上高は126億６千６百万円と前年同期比11億３千

７百万円の減収、営業利益は８億６千３百万円と前年同期比９億９千１百万円の増益、経常

利益は７億９千３百万円と前年同期比10億２千６百万円の増益となりましたが、上記ミカレ

ディ株式会社の再建に係る事業構造改善費用、減損損失等を特別損失に計上したこと等によ

り四半期純損失は26億６百万円と前年同期比21億８千１百万円悪化いたしました。

　セグメント別の業績につきましては以下のとおりです。

〔繊維事業〕

　繊維事業につきましては、レーヨン部門において引き続き需給が逼迫した中で、生産や価

格改訂が順調に推移、またブラジルの連結子会社が好業績を確保いたしましたが、個人消費

の低迷等により婦人服部門の収益が悪化したため、繊維事業全体では前年同期比減収増益と

なりました。

　結果、繊維事業の売上高は94億７千５百万円と前年同期比19億９千６百万円の減収となり

ましたが、営業損失は１千９百万円と前年同期比２億６千４百万円改善いたしました。
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〔不動産事業〕

　不動産事業につきましては、賃貸事業は順調に推移し、販売用土地の売却等もあり、前年

同期比増収増益となりました。

　これらの結果、不動産事業の売上高は15億４千８百万円と前年同期比８億４千２百万円の

増収、営業利益は11億６千５百万円と前年同期比７億３千７百万円の増益となりました。

〔電子事業〕

　プリント基板につきましては、業界の状況が厳しい中で受注の確保に努めましたが、若干

の増収減益となりました。

　しかしながら、電子事業の売上高は９億８千９百万円と前年同期比３千７百万円の増収と

なりましたが、プリント基板の影響もあり営業損失は１千９百万円と前年同期比１千７百万

円悪化いたしました。

〔その他事業〕

　人材派遣事業、その他につきましては、引き続き新規取引先拡大に取り組んでまいりまし

たが、緑化事業からの撤退等もあり、売上高は６億５千３百万円と前年同期比２千１百万円

の減収となりましたが、営業損失は１千５百万円と前年同期比２千万円改善いたしました。

　今後につきましては、世界的な金融危機を背景に景気の後退や個人消費の冷え込みなど、

当社グループを取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況で推移すると予想されます。

　このような状況のもと、当社グループは、スフ綿の販売拡大やキチン・キトサン繊維「ク

ラビオン」、光触媒レーヨン「サンダイヤ」、スクワラン練り込みレーヨン「パポリス」、

温度調節機能を持つレーヨン「97.6ﾟF」、難燃レーヨン「ホープFR」、「ネクストFR」、キ

シリトール練り込みレーヨン「リフレール」、プラチナナノコロイド練り込みレーヨン「プ

ラチナレーヨン」、ゲルマニウム練り込み繊維等の高機能素材の販売拡大、テキスタイル部

門の積極的展開に取り組んでまいります。特に品質と機能で評価を受けている機能レーヨン

につきましては、市況に左右されにくいこともあり、今後も積極的に販売を進め、収益の確

保を図る等、レーヨン事業を収益改善の柱として積極的に展開することで業績確保に努めて

まいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し

あげます。

平成20年12月

取締役社長  
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　四半期連結貸借対照表  
（平成20年９月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） 44,082,942 （負債の部） 34,732,422

Ⅰ 流  動  資  産 11,044,653 Ⅰ 流  動  負  債 20,528,862

現 金 及 び 預 金 1,205,751 支払手形及び買掛金 4,610,112

受取手形及び売掛金 4,583,969 短 期 借 入 金 10,919,073

た な 卸 資 産 4,707,830
１年以内償還予定の
新株予約権付社債

1,450,000

繰 延 税 金 資 産 165,529 未 払 法 人 税 等 281,329

そ の 他 390,975 返 品 調 整 引 当 金 114,000

貸 倒 引 当 金 △9,403 賞 与 引 当 金 162,536

  事業構造改善引当金 1,826,129

  そ の 他 1,165,681

Ⅱ 固  定  資  産 33,038,289 Ⅱ 固  定  負  債 14,203,560

有形固定資産 (30,370,649) 長 期 借 入 金 1,144,800

建 物 及 び 構 築 物 1,523,465 繰 延 税 金 負 債 9,821,896

機械装置及び運搬具 1,407,366 退 職 給 付 引 当 金 2,082,006

土 地 27,256,233 役員退職慰労引当金 62,213

そ の 他 183,583 環 境 対 策 引 当 金 63,000

無形固定資産 (109,409) そ の 他 1,029,644

投資その他の資産 (2,558,229)

投 資 有 価 証 券 1,084,278 （純資産の部） 9,350,519

長 期 貸 付 金 41,973 Ⅰ 株  主  資  本 10,765,810

繰 延 税 金 資 産 395,057 資 本 金 (5,305,000)

そ の 他 1,188,311 資 本 剰 余 金 (2,424,000)

貸 倒 引 当 金 △146,061 利 益 剰 余 金 (3,039,897)

投 資 損 失 引 当 金 △5,329 自 己 株 式 (△3,087)

Ⅱ 評価・換算差額等 △1,755,320
その他有価証券
評 価 差 額 金

(△349,048)

為替換算調整勘定 (△1,406,271)

Ⅲ 少数株主持分 340,029

資 産 合 計 44,082,942 負債純資産合計 44,082,942

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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　四半期連結損益計算書  
（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

（単位：千円）

科 目
金 額

内 訳 合 計

売 上 高 12,666,962

売 上 原 価 9,273,320

売 上 総 利 益 3,393,641

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,530,498

営 業 利 益 863,143

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 10,637

雑 収 入 244,676 255,314

営 業 外 費 用

支 払 利 息 221,888

雑 損 失 103,398 325,286

経 常 利 益 793,170

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 売 却 損 11,993

減 損 損 失 161,196

事 業 構 造 改 善 費 用 2,648,971

そ の 他 336,956 3,159,117

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 損 失 2,365,946

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 230,140

法 人 税 等 調 整 額 △28,247

少 数 株 主 利 益 39,029

四 半 期 純 損 失 2,606,869

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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　四半期連結株主資本等変動計算書  
（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成20年３月31日残高 5,255,000 2,374,000 6,074,866 △3,041 13,700,824

四半期連結会計期間中の変動額

新株の発行 50,000 50,000 100,000

剰余金の配当 △264,869 △264,869

四半期純損失 △2,606,869 △2,606,869

自己株式の取得 △45 △45

連結子会社減少に伴う増加額  1,945  1,945

在外子会社の会計処理変更に伴う
減少額　

 △165,176  △165,176

株主資本以外の項目の四半期連結
会計期間中の変動額（純額）

四半期連結会計期間中の変動額合計 50,000 50,000 △3,034,968 △45 △2,935,014

平成20年９月30日残高 5,305,000 2,424,000 3,039,897 △3,087 10,765,810

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成20年３月31日残高 △374,799 △1,409,460 △1,784,260 349,974 12,266,539

四半期連結会計期間中の変動額

新株の発行 100,000

剰余金の配当 △264,869

四半期純損失 △2,606,869

自己株式の取得 △45

連結子会社減少に伴う増加額 1,945

在外子会社の会計処理変更に伴う
減少額　　

△165,176

株主資本以外の項目の四半期連結
会計期間中の変動額（純額）

25,751 3,188 28,939 △9,945 18,994

四半期連結会計期間中の変動額合計 25,751 3,188 28,939 △9,945 △2,916,020

平成20年９月30日残高 △349,048 △1,406,271 △1,755,320 340,029 9,350,519

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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　四 半 期 貸 借 対 照 表  
（平成20年９月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） 29,047,375 （負債の部） 13,511,279
Ⅰ 流  動  資  産 8,525,254 Ⅰ 流  動  負  債 10,920,890

現 金 及 び 預 金 832,392 支 払 手 形 1,896,602
受 取 手 形 1,008,500 買 掛 金 1,579,817
売 掛 金 1,844,580 短 期 借 入 金 5,162,300

製 品 1,749,061
１年以内償還予定の
新株予約権付社債

1,450,000

原 料 294,998 未 払 金 534,476
仕 掛 品 561,607 未 払 費 用 99,553
貯 蔵 品 215,545 未 払 法 人 税 等 14,265
前 払 費 用 57,969 前 受 金 9,567
短 期 貸 付 金 1,000,000 預 り 金 31,787
未 収 入 金 953,891 設 備 支 払 手 形 43,074
そ の 他 12,705 賞 与 引 当 金 87,200
貸 倒 引 当 金 △6,000 そ の 他 12,246

Ⅱ 固  定  資  産 20,522,121 Ⅱ 固  定  負  債 2,590,388
有形固定資産 (328,780) 長 期 借 入 金 1,000,000
建 物 7,837 退 職 給 付 引 当 金 1,485,473
機 械 装 置 267,204 役員退職慰労引当金 62,213
車 両 運 搬 具 1,256 そ の 他 42,702
工 具 器 具 備 品 50,541 （純資産の部） 15,536,096
建 設 仮 勘 定 1,940 Ⅰ 株  主  資  本 15,790,921

無形固定資産 (7,818) 資 本 金 (5,305,000)
投資その他の資産 (20,185,522) 資 本 剰 余 金 (2,424,000)
投 資 有 価 証 券 481,918 資 本 準 備 金 2,275,000
関 係 会 社 株 式 19,302,068 その他資本剰余金 149,000
繰 延 税 金 資 産 399,255 利 益 剰 余 金 (8,065,008)
そ の 他 27,162 その他利益剰余金 8,065,008
貸 倒 引 当 金 △24,881 繰越利益剰余金 8,065,008

自 己 株 式 (△3,087)
Ⅱ 評価・換算差額等 △254,825

その他有価証券
評 価 差 額 金

(△254,825)

資 産 合 計 29,047,375 負債純資産合計 29,047,375

（注）１．記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．関係会社に対する短期金銭債権 1,640,497千円 ３．有形固定資産の減価償却累計額 3,330,230千円

関係会社に対する短期金銭債務 122,703千円 ４．保証債務 2,781,558千円

５．受取手形割引高 1,099,923千円
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　四 半 期 損 益 計 算 書  
（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

（単位：千円）

科 目
金 額

内 訳 合 計

売 上 高 7,982,146

売 上 原 価 6,752,457

売 上 総 利 益 1,229,688

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,129,018

営 業 利 益 100,670

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 23,069

雑 収 入 229,051 252,120

営 業 外 費 用

支 払 利 息 105,069

雑 損 失 47,694 152,763

経 常 利 益 200,028

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 売 却 損 193

減 損 損 失 1,166

投 資 有 価 証 券 評 価 損 85,131

た な 卸 資 産 整 理 損 54,285

そ の 他 9,955 150,732

税 引 前 四 半 期 純 利 益 49,295

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △7,643

法 人 税 等 調 整 額 35,647

四 半 期 純 利 益 21,291

（注）１．記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．子会社との取引高

売上高 33,394千円

仕入高 1,515,792千円

営業取引以外の取引高 401,916千円

３．減価償却実施額 21,110千円
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　四半期株主資本等変動計算書  
（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成20年３月31日残高 5,255,000 2,225,000 149,000 2,374,000 8,308,586 8,308,586 △3,041 15,934,545

四半期会計期間中の変動
額

新株の発行 50,000 50,000 50,000 100,000

剰余金の配当 △264,869 △264,869 △264,869

四半期純利益 21,291 21,291 21,291

自己株式の取得 △45 △45

株主資本以外の項目の四半期
会計期間中の変動額（純額）

四半期会計期間中の変動額合
計

50,000 50,000 － 50,000 △243,577 △243,577 △45 △143,623

平成20年９月30日残高 5,305,000 2,275,000 149,000 2,424,000 8,065,008 8,065,008 △3,087 15,790,921

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

平成20年３月31日残高 △173,290 △173,290 15,761,254

四半期会計期間中の変動
額

新株の発行 100,000

剰余金の配当 △264,869

四半期純利益 21,291

自己株式の取得 △45

株主資本以外の項目の四半期
会計期間中の変動額（純額）

△81,534 △81,534 △81,534

四半期会計期間中の変動額合
計

△81,534 △81,534 △225,158

平成20年９月30日残高 △254,825 △254,825 15,536,096

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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　会　社　の　概　況  
（平成20年９月30日現在）

設　　　　　立 大正６年８月13日

資　　本　　金 53億５百万円

主要な事業内容

綿糸､レーヨン綿､レーヨン糸､合繊糸､各種混紡糸の製造・
加工及び販売、各種ニット及び織物の製造・加工及び販売、
各種タオル、寝装製品等の製造・加工及び販売、不織布の製造・
加工及び販売、電子機器の製造・加工及び販売、
不動産の売買、その他

株 式 の 状 況

  ①　発行可能株式総数 普 通 株 式 222,000,000株

 Ａ種優先株式 11,000,000株

 Ｂ種優先株式 7,000,000株

  ②　発行済株式の総数 普 通 株 式 66,024,594株

 Ａ種優先株式 2,000,000株

 Ｂ種優先株式 7,000,000株

③　単元株式数（普通株式・Ａ種優先株式・Ｂ種優先株式）
1,000株

  ④　株　 　主　　 数 普 通 株 式 5,860名

 Ａ種優先株式 1名

 Ｂ種優先株式 1名

新株予約権等の状況

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

①　発    行    日 平成19年３月２日

②　発　行　総　額 2,000百万円

③　新株予約権の数　　　　　　　40個

④　新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　新株予約権の目的となる株式の種類は普通株式とし、その数は、
行使請求に係る本社債の発行価額の総額を転換価額で除した数。

⑤　転　換　価　額　　　　　　　88円
⑥　新株予約権の行使期間

平成19年３月５日から平成21年２月27日まで
⑦　新株予約権付社債の残高　 1,450百万円
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主要な事業所

本 社 大阪府大阪市中央区瓦町２－５－14(本町オーミビル)
東 京 事 務 所 東京都中央区銀座３－７－３（銀座オーミビル)
大 垣 工 場 岐 阜 県 大 垣 市 林 町 ６ － ８ ０
加 古 川 工 場 兵 庫 県 加 古 川 市 尾 上 町 池 田 ８ ５ ０
飯 田 工 場 長 野 県 飯 田 市 竹 佐 ３ ６

主要な子会社

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

オーミ・リアルエステート株式会社 100百万円 100％ 不動産賃貸業

ミ カ レ デ ィ 株 式 会 社 900 100(100) 婦人衣料品製造販売業

オーミケンシレーヨン株式会社 100 100(100)
レーヨン綿・糸の製造及び
加工

オーミケンシキャリアサービス株式会社 80 100(100) 人材派遣業

近 江 興 産 株 式 会 社 48 100(100) 不動産賃貸業

近 江 開 発 株 式 会 社 48 100(100) 不動産賃貸業

オーミケンシソリューション株式会社 10 100(100)
ＦＡシステムの構築・ソフ
トウェア開発

近絹(上海)商貿有限公司(中国) 50 100(100)
繊維原料・繊維製品の卸売
販売

オーミ・ド・ブラジルテキスタイ
ル 株 式 会 社 ( ブ ラ ジ ル )

26,347千ﾚｱﾙ 70.8(70.8) 綿糸の製造・販売

（注）１．出資比率欄の（　）内は、当社の子会社が所有する出資比率を内数で示しております。

　　　２．オーミ・ジロー・ローレンゼッチ繊維工業株式会社（ブラジル）は、平成20年４月１日にオー

　　　　　ミ・ド・ブラジルテキスタイル株式会社に社名を変更いたしました。

従業員数 260名

当社ホームページ http://www.omikenshi.co.jp/
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　役　　　　　　　員  
（平成20年９月30日現在）

代 表 取 締 役 社 長 龍 寶 惟 男

代 表 取 締 役
専 務 取 締 役 乙 村 　 誠

代 表 取 締 役
専 務 取 締 役 奥 村 忠 司

常 務 取 締 役 石 原 美 秀

取 締 役 越 川 松 雄

取 締 役 駒 井 　 譲

取 締 役 浅 見 孝 志

取 締 役 伊 藤 眞 治

取 締 役 竹 内 功 夫

常 勤 監 査 役 西 川 陽 一

常 勤 監 査 役 大 西 善 晶

監 査 役 﨑 山 信 弘

監 査 役 豊 田 智 郎

監 査 役 浅　　　田　　　美　津　子

（注）１．取締役　竹内功夫氏は、社外取締役であります。

２．監査役　﨑山信弘、豊田智郎、浅田美津子の３氏は、社

外監査役であります。
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レーヨンは、木材パルプを原料としてビスコース法を用いて作られた再生セルロース繊維で

す。生分解性を有し、燃焼による環境汚染には無縁な地球に優しい＜エコロジー・クリーン・

ファイバー＞と呼ぶにふさわしい繊維です。オーミケンシ株式会社では、このレーヨンに天

然由来の機能素材を付加し、素材自体の安全性と環境への負荷をかけない事を開発の基本と

し、日常生活において清潔・快適・健康・安全をキーワードとした繊維や、地球環境を保全

することを目的とした繊維の開発を行っています。
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【平成21年１月５日実施の株券電子化実施に伴うお知らせ】

１．特別口座について

　（１）特別口座への口座残高の記帳

　　　　証券保管振替制度をご利用でない株主様につきましては、ご所有の株式は三菱

　　　ＵＦＪ信託銀行に開設される特別口座に記録されます（平成21年１月26日に記録

　　　される予定です。）。なお、特別口座に記録された株式数等のご案内は、平成21　

　　　年２月中旬頃に、三菱ＵＦＪ信託銀行から、お届けのご住所宛にお送りする予定

　　　です。

　（２）特別口座に記録された株式に関するお手続

　　　　特別口座に記録された株式に関するお手続き（株主様の口座への振替請求・単

　　　元未満株式買取請求・お届出住所の変更・配当金の振込指定等）につきましては、　

　　　株券電子化実施後、下記口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）の連絡先にお問合

　　　せください。なお、特別口座に記録された株主様のお手続きにつきましては、三

　　　菱ＵＦＪ信託銀行の全国本支店でお取次ぎいたします。

　（３）特別口座の口座管理機関及び連絡先

　　　　特別口座の口座管理機関は、当社株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行と

　　　なります。

口 座 管 理 機 関
　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

連 絡 先

　〒530-0004　大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　電話　0120-094-777（通話料無料）

　　　（４）特別口座の口座管理機関でのお手続きの受付の開始時期

　　　　　　特別口座に記録された株式についての、株主様の口座への振替請求、単元未満

　　　　　株式買取請求等の各種ご請求やお届けにつきましては、平成21年１月26日（月）

　　　　　以降にお手続きが可能となりますので、ご留意ください。

 

　　２．株券電子化前後における単元未満株式買取請求について

　　　　　株券電子化の前後においては、単元未満株式買取請求につきましては、次の通り

　　　　となりますので、ご留意ください。
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　　　（１）証券保管振替制度をご利用でない単元未満株式

　　　　　　平成21年１月５日(月)から平成21年１月25日(日)までは受付をいたしません。

　　　　　　また、平成20年12月25日(木)から平成20年12月30日(火)までのご請求受付分に

　　　　　つきましては、買取価格はご請求受付日の終値を適用いたしますが、買取代金の

　　　　　お支払いを平成21年１月30日(金)とさせていただきます。

　　　（２）証券保管振替制度をご利用の単元未満株式

　　　　　　株券電子化実施の前後において、一定期間お取引の証券会社でお取次ぎを行わ

　　　　　ないと承っております。具体的な日程につきましては、証券会社により異なるこ

　　　　　とが考えられますので、お取引証券会社にお問い合わせください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　３．株主様のご住所及びお名前の登録について

　　　　　株主様のご住所及びお名前の文字に、振替機関（証券保管振替機構）で指定され

　　　　ていない漢字等が含まれている場合には、その全部または一部を振替機関が指定し

　　　　た文字に置き換えのうえ、株主名簿にご登録いたします。この場合、株主様にお送

　　　　りする通知物の宛名は、振替機関が指定した文字となりますのでご了承ください。
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 株 主 メ モ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 ４月１日から３ヶ月以内

基 準 日 (1）定時株主総会・期末配当金　３月31日

(2）中間配当金　　　　　　　　９月30日

(3）その他必要のある場合はあらかじめ公告して定める日

公 告 方 法 電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合

は、大阪市において発行する朝日新聞に掲載いたします。

公告掲載アドレス

（http://www.omikenshi.co.jp/ekoukoku/index.html）

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒530-0004　大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

電話　0120－094－777（通話料無料）

同 取 次 所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

単元未満株式の

買 取 り 事 務

単元（1,000株）未満の株式の買取りは、上記株主名簿管理

人事務取扱場所及び取次所で取扱っております。

なお、証券保管振替制度ご利用の場合は、お取引の証券会社

等へお申し出ください。

〇株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱ＵＦＪ信託銀行の電話及びインターネッ

トでも24時間承っております。なお、株券電子化実施後は、特別口座に記録された株式

についてのお手続用紙のみとなりますので、ご留意ください。

電話（通話料無料)
0120－244－479（本店証券代行部）

0120－684－479（大阪証券代行部）

インターネットホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

　　　　（ご注意）株主名簿管理人の「取次所」の定めについて

　　　　株券電子化後、株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されている証券会社経由で行ってい

　　　ただくこととなるため、株主名簿管理人の「取次所」は、株券電子化の実施時をもって廃止いたします。

　　　　なお、未受領の配当金のお支払いにつきましては、引き続き株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀

　　　行の本支店でお支払いたします。

　　　　また、野村證券株式会社は、株券電子化実施後、当社株式につき、株主名簿管理人及び特別口座管理

　　　機関としての取次業務をいたしませんのでご留意ください。


